1、 小問１（１）について
1、 　本件は、取消前に利害関係を有するに至った転得者Ｃと、取消権者Ａとの間の法律関係に関するものである。このような場合、両者の法律関係を擬律する法律構成としては、①Ｃは96条3項の第三者として保護される、とするものと、②Ｃは甲を善意取得（192条）するとするものがある。

2、 　①について

（1） 　本件で、Ｃは96条3項によって保護されるか。同条項にいう「第三者」にＣがあたるか、「第三者」の意義が問題となる。

　思うに、そもそも同条項の趣旨は、取消の遡及効ゆえに害される第三者を保護して取引安全を図ることにある。

　とすれば、「第三者」とは、取消がなされる前に、新たに、独立した、法律上の利害関係を有するに至った者をいうと解すべきである。なお、同条項は、欺罔されたことにつき原権利者に帰責性あることを前提にしているから、「第三者」が保護されるためには善意であれば足り、無過失や対抗要件の具備は不要と考える。

　これを本件についてみると、Ｃは取消前の転得者であり、「第三者」にあたる。

（2） 　したがって、ＣはＡＢ間の詐欺の事情につき善意であるなら、96条3項によって保護され、Ａは甲を取り戻せなくなる。

3、 ②について

（1） 　Ｃは本件甲を善意取得できるか。Ｃが甲を転得した時点では前主は無権利者ではなかったのにもかかわらず、善意取得が成立するかが問題となる。

（2） 　思うに、そもそも192条の趣旨は、「動産の占有あるところに所有あり」との積極的信頼を保護して取引安全を図るため、動産の占有に公信力を付与した点にあるから、善意取得が成立するためには前主の無権利が必要である。そして、本件では、Ａの取消によってＢは当初から無権利者となるから、この要件を充たすといえる。
　善意・無過失以外の要件（目的物が動産であること・取引行為によること・平穏かつ公然・占有を取得すること）は問題なく充たす。

（3） 　したがって、ＣがＡＢ間の詐欺の事実について善意・無過失ならば、Ｃには善意取得が成立し、甲の確定的所有者となる。

4、 　このように考えると、①の構成のほうが、無過失が要求されない点で②のそれよりＣにとっては有利である。

2、 小問１（２）について

1、 Ｃが甲を返還しなければならないということは、ＡＢ間の詐欺の事実について悪意だったということである。このような場合でも、Ｃとしては、せめてＢに支払った代金300万円はＢから取り戻したいところであろう。これができるか。
2、 思うに、Ａが取り消したことによってＢは当初から無権利であったわけだから、ＢＣ間の契約は他人物売買であったことになる。そして、他人物買主は、たとえ悪意でも解除権は有する（561条前段）のだから、Ｃとしては、ＢＣ間の契約を解除し、解除に基づく原状回復（545条1項本文）を請求し、300万円の返還を請求すればよいと解する。

3、 したがって、ＣはＢに対して300万円の返還を請求できる。

3、 小問２について

1、 本件は、小問１（１）の場合とは異なり、取消後の第三者Ｃと取消権者Ａとの関係に関するものである。このため、96条3項によることはできない。そこで、考えられる法律構成としては、①178条と②192条がある。
2、 ①について

（復帰的物権変動論・対抗関係論・背信的悪意者排除論）。

　　よって、Ｃは背信的悪意者でない限り保護される。

3、 ②について

遡及効を貫徹して192条によることも考えられる。しかし、復帰的物権変動を採用した以上、無理と考える。

4、 したがって、Ｃは178条により、背信的悪意者でない限り保護されることになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

